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シンガポールのAML/CFT制度は三つの法律に立脚しており、それぞれが
異なる役割を果たしています。1992年汚職・麻薬取引その他重大犯罪（利
益没収）法（Corruption, Drug Trafficking and Other Serious Crimes
(Confiscation of Benefits) Act 1992、CDSA）は、マネーロンダリング罪、疑わ
しい取引の届出義務、そして没収の仕組みを定めています。1 2002年テロ
リズム（資金供与防止）法（Terrorism (Suppression of Financing) Act 2002、
TSOFA）は、テロ資金供与を犯罪とし、テロリストの財産を凍結し、テ
ロリストの財産に関する情報を保有するシンガポール国内のすべての者に
別個の届出義務を課しています。2 1970年シンガポール金融管理局法
（Monetary Authority of Singapore Act 1970）および各業法、とりわけ2019年
決済サービス法（Payment Services Act 2019、PSA）と2022年金融サービス
市場法（Financial Services and Markets Act 2022、FSMA）は、シンガポール
金融管理局（MAS）に対し、監督下の金融機関に拘束力のある通達を発す
る権限を与えています。同じ法律により、MASはこれらの金融機関を検査
し、指示を与え、和解金による処理（コンパウンド）を行い、処罰するこ
とができます。3
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この役割分担は、DPTサービス提供者にとって重要です。CDSAとTSOFA
は、ライセンスの有無を問わずシンガポール国内のすべての者に適用さ
れ、その犯罪は、シンガポール警察の商業犯罪捜査局（Commercial Affairs
Department、CAD）が行う捜査に基づき、司法長官室（Attorney-General's
Chambers）が訴追します。MASの通達は、MASが規制する金融機関にのみ
適用され、MAS自身が監督上の措置を通じて執行します。したがってDPT
事業は、発動要件、証明の基準、執行機関がそれぞれ異なる二つの並行し
た制度の下に置かれます。刑事制度は、ある者が、財産が犯罪収益である
ことを知っていたか、またはそう信じる合理的な根拠を有していたかを問
います。監督制度は、金融機関が適切な管理体制を有し、それに従ってい
たかを問います。前者の下で誰も有罪とならなくても、会社が後者に違反
していることはあり得ます。逆の場合もあり得ます。

適切に運営されている会社にとってもCDSAが重要な理
由
CDSAは、異例なほど広い網をかける形で起草されています。そのマネー
ロンダリング罪は、犯罪行為による利益の隠匿、転換、移転もしくは持出
し、かかる利益の取得、所持もしくは使用、そして他人がかかる利益を保
持することへの幇助を対象とします。4 「犯罪行為」とは、別表第2に掲げ
る犯罪をいいます。別表第2は数百項目に及び、シンガポールで行われた
とすれば重大犯罪となる外国での犯罪も含みます。2013年7月1日以降、別
表には、1947年所得税法（Income Tax Act 1947）および1993年物品サービス
税法（Goods and Services Tax Act 1993）に基づく重大な租税犯罪が含まれて
います。それ以来、シンガポールのウォレットを経由した未申告の国外所
得は、それを保管するカストディアンにとってマネーロンダリングのリス
クとなっています。5

主観的要件は、年々引き下げられてきました。利益の取得、所持または使
用の罪については、被告人が、当該財産がかかる利益であると信じる合理
的な根拠を有していたことで足ります。6 そのため、明白な危険信号を無
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視して顧客を受け入れるDPT取引所は、その役員を刑事訴追の危険にさら
すことになります。その訴追は、役員が何を知っていたかではなく、同じ
立場にある合理的な人物であれば何を推認したかを軸に組み立てられま
す。私の実務上、創業者がこの点を理解すると、その行動が最も大きく変
わります。コンプライアンス・プログラムは、役員自身の防御のための記
録なのです。

2024年マネーロンダリング対策その他事項法（Anti-Money Laundering and
Other Matters Act 2024）は、網をさらに広げました。同法は30億シンガ
ポールドル事件を受けて提出され、2024年8月6日に国会で可決されまし
た。7 実務家にとって最も重要な変更は、立証に関するものです。検察は
今後、財産が特定の前提犯罪に由来することを示さなくても、当該財産が
犯罪行為による利益であり、被告人が必要な認識または確信をもってそれ
を取り扱ったことを証明すれば、マネーロンダリングの罪を立証できるよ
うになりました。同法はまた、外国の重大な環境犯罪をすべて別表に加
え、外国の重大な租税犯罪の扱いを国内の租税犯罪と揃えました。カジ
ノの現金取引に関するCDDの基準額を1万シンガポールドルから4,000シン
ガポールドルに引き下げました。内国歳入庁（Inland Revenue Authority of
Singapore、IRAS）およびシンガポール税関が、疑わしい取引届出室
（Suspicious Transaction Reporting Office、STRO）と税務および貿易のデー
タを共有することを認めました。最後に、被告人が逃亡した場合に、裁判
所が押収財産を処分する権限を与えました。8

注
Corruption, Drug Trafficking and Other Serious Crimes (Confiscation of
Benefits) Act 1992 (2020 Revised Edition), Singapore Statutes Online。マ
ネーロンダリング罪は第6部（2020年改訂版の条番号でss. 50–57）、
開示義務はs. 45に定められています。 ↩
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Terrorism (Suppression of Financing) Act 2002 (2020 Revised Edition), ss. 3–
6（犯罪）、s. 8（警察への情報提供義務）、Singapore Statutes
Online。 ↩

Payment Services Act 2019, s. 102（指示および通達を発する権限）およ
びPart 7（監督および執行）。Financial Services and Markets Act 2022,
Part 9（デジタルトークン・サービスプロバイダー）およびPart 10
（監督権限）。 ↩

CDSA 1992, ss. 51, 54 and 56 (2020 Revised Edition)。それぞれ、犯罪行為
による利益の保持の幇助、隠匿または移転、ならびに取得、所持ま
たは使用を対象とします。これに対応する麻薬取引の罪はss. 50, 53
and 55に定められています。 ↩

CDSA 1992, Second Schedule。2013年7月1日施行の改正により、Income
Tax Act ss. 96 and 96AおよびGoods and Services Tax Act ss. 62 and 63に基
づく犯罪が加えられました。税務面については第M部第VIII章参照。
↩

CDSA 1992, s. 56(1) (2020 Revised Edition)：「knowing or having
reasonable grounds to believe」（知りながら、または信じる合理的な
根拠を有しながら）。 ↩

Anti-Money Laundering and Other Matters Act 2024、2024年8月6日可
決。内務担当国務大臣による第二読会演説、Parliamentary Debates, 6
August 2024。 ↩

Anti-Money Laundering and Other Matters Act 2024。CDSA、Casino
Control Act 2006、Income Tax Act 1947、Criminal Procedure Code 2010お
よび関連法を改正するもの。法案提出に関する内務省の2024年7月2
日付プレスリリース。 ↩
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Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.

Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.
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